



経済研究所 / Institute of Developing










































































































































































































































































































































































































































































































　第 8章で述べた第 4 局面にみられる論理は，領土をとくに重視したもので
あると同時に，時間認識もまたその論理構造の要をなしている。「コートジ
ボワールの民族地図」のような図像的な理解において，その「伝統的な居住
地」が領土内にまるごと収まっている民族が「生粋のイボワール人」として
措定されるにしても，その「伝統的な居住地」なるものは，数世紀の時間軸
でみれば，西アフリカ一帯の広域的な人口移動の産物として，ある特定の歴
史的時点において析出されたものにほかならない。現在の領土内にまるごと
収まるかそうでないか，すなわち，「地元民／移住民」のどちらに弁別され
るかは，基準となる時点をどこにとるかによってどのようにでも操作可能で
ある。それなのになぜ，1990年代半ばの時点からみた「親の出生時」が，区
分の基準として採用されることになるのかについて，イボワール人性の思想
は明確な説明を欠いている。つまりこの思想は恣意的に設定された時間認識
に依拠することで成立しているのである。
　ウフェ時代のイデオロギーでは，コートジボワール国民を国民として遇す
ると同時に，現に領土内に居住している外国人を含みこんだ一体性が必要で
あることが明言されていた。一体性の呼びかけの対象となる集団を定義する
うえで領土は一定の意味をもたされていたといえる。いわば，ウフェ時代の
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イデオロギーは領土と住民に関する認識の技法でもあった。これに対してイ
ボワール人性の思想は，領土に関する認識だけでなく，時間に関する解釈の
技法としての性格も備えるようになっている。このことは，領土だけではも
はや統治的集団的主体を定義することが困難になったこと，言い換えれば，
領土が，その経済権益としての有用性はさておき，統治的集団的主体を定義
づける根拠の源泉としての効力を低下させ始めたことを示唆している。
　かくして，フロンティアの減少は，国民経済と社会的政治的安定だけでな
く，ネーションフッドのあり方に関する将来をも大きく左右する条件として
立ち現れてきているといえるだろう。これはある意味で，植民地化とともに
確定された空間のもつ領土性が「生ききられた」状況と解釈できるかもしれ
ない。とすれば，コートジボワールが直面しているこの新しい時代とは，
「近代性」の帰結として確定された領土のもつ意味とグローバルな相互関係
の質がともに大きく変化しつつあるなかで，その新たな調停のあり方が模索
され，しかるべく再編されていく時代だということになる。
　この新しい時代は「近代」の一部なのだろうか。それとも別種の時代なの
だろうか。以上の考察では，植民地期に確定された領土を前提とし，その全
体性もしくは一体性が何らかのかたちで追求されるかぎりにおいては，国家
の果たしうる意義を領域性とグローバル性の調停という観点から叙述するこ
とができるという立場をとってきた。この想定が妥当する状況が続くかぎり，
コートジボワールを植民地期以来の延長上として，すなわちここでいう「近
代」として描き出すことは可能であろう。
　この想定が成り立たない状況として考えられるものは，国家と領土の関係
に乖離が生じることである。内戦下での国土の南北分断により図らずも明ら
かになったことは，北部が反乱軍の支配下に置かれ，貨幣・商品・労働力の
全土的な流通が阻害された状況が到来しても，コートジボワール経済がマク
ロ的にそれほどの打撃を被らなかったということである（第 7章参照）。これ
は国民経済の要であるコーヒー・ココア部門がもっぱら南部に位置し，政府
軍支配下にとどまったことが大きく影響している。また，内戦下で急遽操業
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が再開された沖合油田がわずか数年のあいだにココアの輸出額に匹敵するほ
どの成長を遂げたことがもうひとつの要因である。
　領土が分断状況にありながらも国民経済に深刻な影響が生じていない―
わずか数年間ながら出現したこのような事態は，コートジボワール国家の
「脱領土化」の予兆として解釈できるのではないだろうか。ここで脱領土化
というのは，国家が存続するうえで，既存の領土の全体が必ずしも必要では
ないという状況を指して使っている。南部の換金作物地帯と沖合油田のみで
グローバル性からの（おもに経済的な）要請が賄われてしまったという出来
事は，領域国家としての一体性を回復しようとする紛争解決・平和構築の試
みにとって大いなるアイロニーである。幸い，国土の分断状態は数年間で解
消されたが，国土分断状況下で垣間みられた脱領土化は，「近代性」に支え
られて建設され，維持されてきたコートジボワールの国家としてのアイデン
ティティにいかなる危機が内包されているかを図らずも示したといえるだろ
う。
むすびとして―本研究の意義とアフリカ研究の未来
　最後に，地域研究という学問領域，ならびにそれを包括する社会科学の存
在理由に照らして，本研究に込められたねらいについて記し，むすびとした
い。地域研究とは，学問としての実践にのみ着目して包括的に定義すれば，
対象地域の言語，地誌，歴史，文化，民俗，政治，経済，社会などに広くわ
たる総合的な知識をベースに，個別具体的な探究もしくは他地域の事例や理
論を参照枠とした考察をとおして，対象地域で展開される諸現象の固有性な
いし特徴を，学術的水準において解明，把握，記述する知的営為ということ
ができる。これは簡潔に言い換えれば，他者理解のための知的活動というこ
とであり，これがそのまま地域研究のひとつの存在理由となる。アフリカ政
治研究は，対象をアフリカに絞り，関心の焦点を政治に置いているが，まさ
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しく地域研究の一様態にほかならない。
　ただ周知のとおり，地域研究は，いわゆる大国でのそれを中心に，国家的
な政策介入のための基本的な情報の整備や政策決定に必要な分析を提供する
学術活動として制度化されてきたものでもある。地域研究という呼称そのも
のは，第 2次大戦後のアメリカにおいて，国家の地政学的戦略に資するため
の活動として振興されるなかで生まれた。地域研究という呼び名そのものを
輸入したか否かは別にして，第 2 次大戦後の主要大国は，ほぼ同様の意図に
沿って世界各地域に関する研究を多かれ少なかれ振興してきた経緯がある。
また，第 2次大戦後のそれに限らずとも，植民地期の人類学や大英帝国にお
ける東洋学なども，当然のごとく，政策介入のための学術活動としての地域
研究の源流に位置するものである。政策介入に資すること―すなわち，政
策介入の主体（代表的なものとして国家，また国際機関などもこれにあたる）が
介入をとおして獲得を期待するさまざまな利益（端的にいえば国益）を最大
化するビヘイビアに関与すること―は，地域研究に期待される役割の根幹
をなす。そして，その期待に応え，有用であると認められることは，地域研
究のもうひとつの存在理由となる⑸。
　地域研究の存在理由に関してここで指摘しておきたいのは，他者理解のた
めの知的活動であることと，政策介入に照らして有用であることは，どちら
のほうがより望ましいかという択一的な関係にはないということである。政
策介入への関与を潔しとしない一研究者が，自らの研究は純然たる知識への
貢献のみをめざすと宣言してみたところで，彼／彼女の生み出した成果につ
いて，政策介入的な観点からの閲覧と利用を禁じることができるわけではな
い。逆に，政策的振興を受けて成立した学術的成果の用途が，政策介入にの
み限られ，知的探究にとって無価値なものであるということも考えにくい。
すなわち，この 2つの存在理由は，地域研究が今日の世界における制度化さ
れた学術活動であるかぎり，ともに引き受けねばならないものである。
　一方で，他者への純然たる知的関心が，介入の論理において重視される効
率性にしばしば反するものであり，他方で，政策介入において最優先される
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合目的性が，さしあたり目的地を定めない知的逍遙を禁ずるものである以上，
この 2つの存在理由は研究活動に対して互いに制約を施しあう関係にあると
いってよい。この意味において地域研究は， 2 つの存在理由の「ダブル・バ
インド」を生きなければならない学術活動だといえよう⑹。
　とはいえ，現実問題として，今日の地域研究には，政策介入に照らした存
在意義の実現を求める圧力が高まりつつあるようにも思われる。この圧力な
らびにその帰結として生まれる傾向をここでは「実学化」と呼んでおくこと
にしたい。
　実学化にはらまれる問題を，ムベンベは，アフリカ研究の立場から的確に
批判している。ムベンベは，アフリカに関する社会科学研究が「社会的実利
主義」（utilitarisme social）に従属しているとの憂慮を表明している。ムベン
ベは次のように指摘する。「いまはあたかも学問の正当性は，現実のアフリ
カ世界に関する知識を生産することではなく，社会工学的な要請によって担
保されているかのようである。ここでは知識の発展とありうべき社会の変容
の結びつきこそ疑う余地のない究極目的（finalité）として措定されている」
（Mbembe 2000, 17）。これに引き続いて，ムベンベが政治学と経済学について
記す一節は，さらに激烈なものである。
　「社会進化論の理論ならびに発展と近代化を謳うイデオロギーは，これ
までにも徹底的に批判されてきたが，いまでもなお，政治学と経済学にお
ける学術的生産を全面的に従属させる 2 つの神学であり続けている。即座
に役立つものこそ求められているものだとする泥沼にはまり，よき統治と
市場経済を謳うネオ・リベラル的教義の狭隘な地平における権威的なやり
方に閉じ込められ，「市民社会」，戦争，「民主主義への移行」といった流
行のモードに分割された結果，政治学と経済学における議論はもはや知性
やアフリカにおける政治の理解，さらには知識全般の生産ということには
まったく関心を抱いていない。究極目的―例えば構造調整，市場経済，
よき統治―を権威主義的に肯定することは，現下の状況では，一つの暴
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力であり，ろくに考え抜かれてもいない主体への従属化の欲望にほかなら
ない。」（Mbembe 2000, 17-18）
ここでムベンベは，アフリカそのものに対する知識が十分に生産されていな
い一方で，アフリカにおいて実現されるのが望ましいとされる目標（「市民
社会」や民主主義の確立，戦争の抑止，ガバナンスの改善，市場経済の実現など）
があらかじめ設定されてしまっており，政治学と経済学に代表されるような
社会科学研究は，このア・プリオリに設定された目的の具現化に寄与すると
いう「社会工学的な要請」においてのみ，学術活動としての存在理由が規定
されてしまっているのだと指摘している。
　実学化は研究活動を支援する追い風ともなりうるものだが，知的生産にと
って一定の障害をもたらしもする。その理由は，実学的思考においては，学
術活動に期待される合目的性を担保するのはア・プリオリに与えられている
究極目的にほかならず，究極目的そのものの正当性を吟味検討する批判的な
理性があらかじめ排除されてしまうことにある。そこでは究極目的は，状況
に応じて目まぐるしく変わる社会的要請の帰結として，あたかも神授のもの
であるかのように，「降ってくる」のである。
　アフリカに関する関心が国際的に高揚している今日において警戒しなけれ
ばならないのは，さまざまな悲惨な問題状況が極度にクローズアップされる
ことで，状況の改善に資する（と想定されるような）実践的関与が「究極目
的」として設定され，それ以外の知的アプローチがないがしろにされかねな
い状況の存在である。本研究の序論において，近年のアフリカに対する学術
的関心に「歴史的射程の短縮」がみられることを指摘し，本研究はこれに対
して危惧を表明した。わずか20年にも満たない最近の状況とそこで焦点とな
っていく特定のテーマにのみ関心が過度に集中していくようにみえる昨今の
状況は，上で述べたような，実学化，ア・プリオリな究極目的の設定，社会
工学的な要請といった傾向を背景にした動きそのものである。この傾向を正
面から受け止めながらも，それに呑みこまれることなく批判的にとらえ返し，
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知的生産そのものを擁護するような具体的な成果を提示していくことはます
ます意図的にとりくまれなければならない課題である。
　本研究は，ムベンベの激烈な一節に深く共感するものであるが，「即座に
役立つもの」に対する敵意や警戒心を直接に表明することには慎重でありた
い。アフリカに対する諸介入は，その目的が経済的利潤であれ，政治的利益
であれ，社会的連帯であれ，何らかの言語による正当化を必要とするもので
ある。コミットメントがあるところには必ず言葉がともなう。コミットメン
トの担い手が多様化し，数も増大するなかで，それを正当化する言語も累積
していく。問題は，この加速度的に混沌を深めていくアフリカに関する言説
状況に見通しを与える作業がしばしば欠けがちなことにある。本研究で長期
の時間軸に立った考察を試みた意図は，この「見通しを与える」ひとつの試
みを提示することにあった。それは，「即座に役立つ」ものの相対化を可能
とする成果を生みだすことで知的生産を発展させうるとの確信に基づくもの
であり，そうすることによって，地域研究が批判的な知的営みであり続けら
れるための，なにがしかの貢献になりうると考えたためである。
〔注〕
⑴　以上のワタラ政権発足後の状況に関しては，とくに和解政策の動向という
観点から佐藤（2013）で論じた。
⑵　この出来事については佐藤（2013, 198）でも論じた。この内閣改造で更迭
された首相に代わり，新たに PDCI から就任した新首相のもとでこの家族法案
は議会に再提出され，賛成多数で成立した。
⑶　結果的にはほぼ全会一致で法案は成立した。
⑷　イボワール人性の思想が中央政界で浮上した1990年代以降の農村部で，実
際のところどのような事態が生じていたかは詳しく報告されていない。第 5
章第 2節でふれたタブー事件にしても，排外主義が社会に波及した例として
紹介されがちではあるが，それがこの事件の特質を的確に指し示したものな
のかどうかは不明である。
⑸　真島（2005）は，日本有数の地域研究機関のひとつである東京外国語大学
アジア・アフリカ言語文化研究所の創設（1964年）を後押しした，当時の
「AALA」諸国への関心の高まりについて，「そこでいま何が起きつつあるのか
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を真剣に知ろうとした」日本国内における意欲の高まりと同時に，「『発展途
上国』をめぐる経済介入」の思惑とが，存在していたと指摘している。第 2
次大戦後の日本における地域研究の制度化に際して，「知ること」と「介入」
の両方が，大きな文脈を提供していたことがここからもうかがえる。
⑹　ここでいう「ダブル・バインド」は，グローバリゼーションの時代におけ
る人文学の役割を，この表現を使って鮮やかに位置づけてみせたスピヴァク
の議論を念頭に置いたものである（スピヴァク 2007）。

